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506

　グループホームの利用者数や市内の定員数を増やしていくことで、障害者
の親元からの自立や地域生活への移行を円滑に進めていく。
　なお、目標値については、現行の尼崎市障害者計画（第３期）において、
平成32年度の市内グループホームの定員数を506人としているため、同数
値を経過的目標値として設定する。

　障害者等の地域生活の基盤となるグループホームを始めとした社会福祉施
設の需要が見込まれることから、整備等に係る費用の一部を助成すること
で、設置の促進を図る。

　国の補助事業（社会福祉施設等施設整備費補助金）を活用し、障害者の重
度化・高齢化に対応する「日中サービス支援型グループホーム」を優先した
整備の促進を図る。

指標：
市内グループホームの
定員数

(単位：人 ) H33目標値：

社会福祉施設等施設整備費補助金

（障害者向けグループホーム整備補助金）
H31事業費 －（債務負担行為 H32 76,230千円）

事業概要

事業イメージ

所属：健康福祉局

障害福祉政策担当

評価指標・効果額
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H33目標値：  

支援の対象となる失語症者の範囲が決まっておらず、現時点で支援対象者に
係る指標設定が困難なため、一旦、本市市民の講座修了者数を指標として設
定する。

　聴覚障害者等が、社会生活上外出が必要不可欠な時に、事前に登録してい
る対象者に対して、手話通訳者等を派遣する。また、その手話通訳者等を養
成する。
　平成31年度から、失語症者向け意思疎通支援者の養成事業を開始する。

【意思疎通支援事業】
　従前からの手話通訳・要約筆記・盲ろう者向けの支援（支援者養成事業・
派遣事業）に加えて、平成31年度から失語症者向け意思疎通支援者養成研
修事業を行う。※県及び県下政令市・中核市と共同で、兵庫県言語聴覚士会
に委託。

指標：
本市市民の講座修了者
数

(単位： 人 )

意思疎通支援事業

（失語症者向け意思疎通支援者養成事業）
H31事業費 14,023千円（主要事業分105千円）

事業概要

事業イメージ

所属：健康福祉局

障害福祉政策担当

意思疎通支援事業の実施メニュー

養成事業 派遣事業

養成事業 派遣事業

養成事業 派遣事業

養成事業 派遣事業

平成31年度から、養成事業を実施

手話通訳者

要約筆記者

盲ろう者向け

通訳・介助員

失語症者向け

意思疎通支援者

評価指標・効果額


